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主な石綿関連法規制
法令名 所 管 法律の目的 順守時期 管轄⾏政

⼤気汚染防法 環境省 環境・周辺住⺠保護 解体及び除去 自治体環境部署
（⼤気）

石綿障害予防規則 厚⽣労働省 労働者の保護 解体及び除去 労働基準監督署

廃棄物処理法 環境省 公衆衛⽣の向上 廃棄時 自治体環境部署
（廃棄物）

建築基準法 国⼟交通省 建物利⽤者の保護 把握、管理、
解体及び除去 自治体建築部署

建築リサイクル法 国⼟交通省 建築材料の分別解体と
リサイクル推進 解体及び除去 自治体建築部署
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大防法及び石綿則の主な改正点

１．レベル３建材の取り扱い（規制対象に追加、除去⽅法の変更）

２．除去が完了したことの確認

３．解体工事における事前調査結果の報告

４．⼀定の知識を有する者による事前調査及び分析調査の実施

５．事前調査記録の作成、掲示、説明

６．直接罰の創設 ※⻘は大防法のみ該当
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大防法及び石綿則の主な改正点

１．レベル３建材の取り扱い（規制対象に追加、除去⽅法の変更）

２．除去が完了したことの確認

３．解体工事における事前調査結果の報告

４．⼀定の知識を有する者による事前調査及び分析調査の実施

５．事前調査記録の作成、掲示、説明

６．直接罰の創設
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特定建築材料の範囲の拡大
大気汚染防⽌法で定める特定建築材料の範囲

⼤防法施⾏令第3条の３
令和3年4月より適⽤

石綿を含む全ての建築材料が対象となる

吹付け石綿その他の石綿
を含有する建築材料

吹付け石綿
石綿を含有する断熱材・保温材・耐火被覆材 ⇒

届出対象特定工事となり特定粉じん排出届出が必要

吹付け石綿 レベル１

吹付け石綿 吹付けバーミキュライト

断熱材等 レベル２

配管保温材 折板断熱材 仕上塗材

レベル３5



特定建築材料に該当する建築材料の例
レベル 材料の区分 材料の具体例

届
出
対
象
特
定
工
事
建
材

１ 吹付け石綿 ①吹付け石綿、②吹付けロックウール（乾式・湿式）、
③ひる石吹付け材、④パーライト吹付け材

２

石綿を含有する断熱材  屋根⽤折板裏断熱材、②煙突⽤断熱材

石綿を含有する保温材
①保温材、②けいそう⼟保温材、③パーライト保温材、
④けい酸カルシウム保温材、⑤ひる石保温材、⑥水練り
保温材

石綿を含有する耐火被覆材 ①耐火被覆板、②けい酸カルシウム板第２種、

新
規
追
加

３
石綿を含有する仕上塗材 建築⽤仕上塗材

石綿含有成形板等 ①成形板、②セメント管、③押出成形品
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石綿含有成形品についての取り扱い

石綿含有成形品の除去工事は、切断・破砕等によらない⽅法で⾏うことが
原則義務化 ⇒ 除去が困難な場合は湿潤化を⾏う
石綿が含有しているケイ酸カルシウム板第1種を、切断・破砕等を⾏う工
事 ⇒ 作業場の隔離及び薬液等による湿潤化が必要

⼤防法施⾏規則第16条の４第6号 令和3年4月より適⽤石綿則第6条の2 令和２年10月より適⽤

写真は環境省資料
より抜粋7



仕上塗材除去時の取り扱い
施工時の工法による届出の区分けが廃⽌
電動工具（ディスクグラインダー等）を⽤いて除去する工事は作業場の隔離が
必要
隔離と同等の以上の効果を有する措置（工法）を講じる場合は隔離は不要

吹付け工法 ローラー工法

令和3年4月より適⽤

石綿則第6条の3
⼤防法施⾏規則第16条の４第6号

電動工具
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隔 離 と 同 等 の 以 上 の 効 果 を 有 す る 措 置
（石綿⾶散漏えい防⽌対策徹底マニュアルより）

① 集じん装置併⽤手工具ケレン工法
② 集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以下、30 50MPa程度）
③ 集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa以上）
④ 集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法
⑤ 超音波ケレン工法（HEPAフィルター付き掃除機併⽤）
⑥ 剥離剤併⽤手工具ケレン工法
⑦ 剥離剤併⽤高圧水洗工法（30 50MPa程度）
⑧ 剥離剤併⽤超高圧水洗工法（100MPa以上）
⑨ 剥離剤併⽤超音波ケレン工法

集じん装置付き高圧水洗

手工具ケレン工法

石綿則第6条の3
⼤防法施⾏規則第16条の４第6号

令和3年4月より適⽤
仕上塗材除去時の取り扱い
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大防法及び石綿則の主な改正点

１．レベル３建材の取り扱い（規制対象に追加、除去⽅法の変更）

２．除去が完了したことの確認

３．解体工事における事前調査結果の報告

４．⼀定の知識を有する者による事前調査及び分析調査の実施

５．事前調査記録の作成、掲示、説明

６．直接罰の創設
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石綿含有品の除去工事後の確認

除去工事が完了し作業場の隔離を解く前には、石綿等に関する知識を有する
者による石綿の取り残しがないことの確認が義務化
除去が完了したことの確認は目視で可、分析確認は不要

石綿則第6条の3
⼤防法施⾏規則第16条の４第5号

令和3年4月より適⽤

知識を有する者 ⇒ 建築物石綿含有建材調査者 又は 当該除去作業に係る石綿作業主任

写真は建築物等の解体等に係る石綿ばく露防⽌及び 石綿⾶散漏えい防⽌対策徹底マニュアル より11



環境省資料
より抜粋
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大防法及び石綿則の主な改正点

１．レベル３建材の取り扱い（規制対象に追加、除去⽅法の変更）

２．除去が完了したことの確認

３．解体工事における事前調査結果の報告

４．⼀定の知識を有する者による事前調査及び分析調査の実施

５．事前調査記録の作成、掲示、説明

６．直接罰の創設
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事前調査結果の報告
解体改修工事を⾏うときは、国が新たに整備する電⼦システムを使⽤して事前調
査の結果等を労働基準監督署及び都道府県に報告

石綿則第4条の二
⼤防法第18条の15第6項他令和4年4月より適⽤
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① 解体工事部分の床面
積の合計が80㎡以上
の建築物の解体工事

② 請負⾦額が100万円以上の特
定の工作物の解体工事

③ 請負⾦額が100万円以上の建築
物又は特定の工作物の改修工
事時

同一事業者が2以上の契約に分割して請負場合 ⇒ 1つの契約で請け負ったものとみなす
同一工事を複数の事業者が請負っている場合 ⇒ 元請け事業者がまとめて届出



15



大防法及び石綿則の主な改正点

１．レベル３建材の取り扱い（規制対象に追加、除去⽅法の変更）

２．除去が完了したことの確認

３．解体工事における事前調査結果の報告

４．⼀定の知識を有する者による事前調査及び分析調査の実施

５．事前調査記録の作成、掲示、説明

６．直接罰の創設
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事前調査の資格要件（一定の知⾒を有する者）
令和2年環境省告示第76号

① 一般及び特定建築物石綿含有建材調査者
② 日本アスベスト調査診断協会に登録されている者

※日本アスベスト調査診断協会に登録されている者 いわゆるアスベスト診断⼠とは異なります

令和2年厚労省告示第276号令和５年 10 月１日より適⽤

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程に示す以下のもの

① 一般及び特定建築物石綿含有建材調査者
② 日本アスベスト調査診断協会に登録されている者
③ 一⼾建て等石綿含有建材調査者

一⼾建住宅及び共同住宅の住⼾の内部全ての建築物
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分析調査の資格要件（一定の知⾒を有する者）
令和2年厚⽣労働省告示第277号

分析調査講習を受講し、修了考査に合格した者
上記と同等以上の知識及び技能を有すると認められるもの

① 日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評価事業」により認定される 認定分析技術者

② 日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実技研修」の修了者

③ 日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のアスベスト定性分析技能試験合格者」及び

「アスベスト分析法委員会認定 JEMCA インストラクター」

令和５年 10 月１日より適⽤
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大防法及び石綿則の主な改正点

１．レベル３建材の取り扱い（規制対象に追加、除去⽅法の変更）

２．除去が完了したことの確認

３．解体工事における事前調査結果の報告

４．⼀定の知識を有する者による事前調査及び分析調査の実施

５．事前調査記録の作成、掲示、説明

６．直接罰の創設
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事前調査に関する記録の作成
事前調査を実施した際は下記の事項の記録を作成し調査終了日から
3年間保存が必要

石綿則第3条7
⼤防法施⾏規則第16条の４第5号

令和3年4月より適⽤

① 事業者の名称、住所及び電話番号
② 解体等の作業を⾏う作業場所の住所並びに工事の名称及び概要
③ 調査終了日
④ 着工日等
⑤ 事前調査を⾏った建築物、工作物又は船舶の構造
⑥ 事前調査を⾏った部分
⑦ 事前調査の⽅法
⑧ ⑥における材料ごとの石綿使⽤の有無及び石綿が使⽤されていないと判断した判断の根拠
⑨ 事前調査を⾏った者の⽒名及び一定の知⾒を有する者を証明する書類の写し
⑩ 建築物の構造上、目視による確認が困難な材料
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調査を⾏った場所 調査を⾏った場所の材料 材料ごとの石綿の使
⽤の有無及びその判
断根拠

21

事前調査を実施した部分（場所）おける材料ごとの石綿使⽤の有無及び石綿が使⽤されてい
ないと判断した判断の根拠



事前調査の結果の説明

事業者は事前調査に関する記録を作成 ⇒ 発注者に対して説明することが必要

⼤防法第18条の15第3号 令和3年4月より適⽤

事業者（元請業者） 発注者 都道府県及び監督署

事前調査結果
の説明

事前調査結果
の内容に基づ
き届出の実施

LV1、LV2建材

R4.4以降は事前調査結果の報告も必要
22

工事計画届及び作業届



事前調査結果の掲示
Ａ３⽤紙に相当する大きさ以上の掲示板を設置

① 事前調査の結果
② 解体等工事の元請業者又は自主施工者の⽒名又は名称及び住所
③ 法人にあっては、その代表者の⽒名
④ 事前調査を終了した年月日
⑤ 事前調査の⽅法
⑥ 解体等工事が特定工事に該当する場合は、特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分におけ

る特定建築材料の種類

⻑さ 42.0 センチメートル、幅 29.7 センチメートル以上

「事前調査の結果」とは、石綿建材の有無や種類、施工場所等
「事前調査の⽅法」とは、調査を実施した場所及び実施した調査内容（書面・現地・分析）
当該掲示については、解体等の作業の開始から終了まで工事期間を通して⾏う

石綿則第3条
⼤防法施⾏規則第16条の9、10

令和3年4月より適⽤
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事前調査の結果

事前調査の⽅法
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大防法及び石綿則の主な改正点

１．⼀定の知識を有する者による事前調査及び分析調査の実施

２．解体工事における事前調査結果の報告

３．レベル３建材の取り扱い（規制対象に追加、除去⽅法の変更）

４．除去が完了したことの確認

５．事前調査記録の作成、掲示、説明

６．直接罰の創設 ※⻘は大防法のみ該当
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罰則規定

作業基準適合命令等違反 6月以下の懲役又は50万以下の罰⾦
大気汚染防⽌法法第33条2号

直接罰の罰則規定が制定

事前調査結果の報告義務違反
大気汚染防⽌法第35条4号

30万以下の罰⾦

事前調査結果を工事着手前までに報告しなかった
虚偽の報告を⾏った

大気汚染防⽌法第34条3号

除去等の⽅法の義務違反 3月以下の懲役又は30万以下の罰⾦

特定建築材料の除去等の⽅法を遵守しなかった

都道府県知事による作業基準遵守命令に違反した

26

令和3年4月より適⽤

令和4年4月より適⽤

従前より



解 体 設 計 依 頼 時 の 流 れ
依頼の発⽣

建物情報の把握（事前調査）

事前調査結果の説明

事前調査結果の届出
（規模要件あり）

法的届出の提出

発注者に対して実施

石綿施工状況の把握（建材の種類、施工場所、施工面積）
除去工事費等を含んだ解体⾒積算出可能

特定粉じん排出等作業届、 工事計画届、 建築物解体作業届

令和4年4月 都道府県知事及び労働基準監督署

事前調査結果の掲示等

解体工事の実施

発注者及び元請事業者の役割

27

大防法 安衛法 石綿則

作業基準の遵守

レベル1、レベル2が対象



事前調査の対象

建築物とは、全ての建築物をいい、ガス電気の供給、給
水、排水、換気、暖房、冷房、排煙又は汚水処理設備等
の建築設備を含むもの

解体・改修工事を⾏う際は、その規模の大⼩にかかわらず解体等
に係る全ての材料について、事前調査が必要
事前調査の対象は「建築物」と「工作物」

工作物とは、「建築物」以外のものであって、通達で示
されたもの
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事前調査結果の報告対象工作物 環境⼤臣が定める工作物 R2環境省告示第77号

厚労⼤臣が定める工作物 R2厚⽣労働省告示第278号

反応槽、加熱炉 ボイラー及び圧⼒容器 焼却設備 煙突

遮音壁軽量盛⼟保護パネルプラットホームの上家 鉄道の駅の地下式構造部分の壁及び天井板トンネルの天井板

貯蔵設備発電設備 変電設備 送電設備（ケーブル含む）

配管設備

貯蔵設備
29



事前調査が不要な解体・改修作業

既存の塗装の除去を⾏わず新たに塗装を塗る作業

国⼟交通省及び経済産業省が石綿不使⽤と判断した工作物等

建築材料が、⽊材、⾦属、
ガラス、畳などの建築物で
手作業や電動工具で容易に
取り外しが可能なもの

釘打ち固定など極めて軽微な作業（ただし石綿使⽤の可能性がある材室
の壁にドリルで穴をあける作業は調査対象）
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事前調査の⽅法
① 設計図書等の文書を確認する⽅法
② 現地にて目視により確認する⽅法
③ 解体等の対象建築物のすべての材料について実施
④ 使⽤されている建材のメーカーや製造年あるいは分析確認等で石綿有無を判定
⑤ 平成18年（2006）9月1日以後に設置の工事に着手した建築物は除く

石綿則第3条2、3
⼤防法施⾏規則第16条の5 令和3年4月より

31図 面 調 査 現 地 調 査 分 析 調査

みなし＋
石綿の有
無が不明
な場合



事前調査の結果 石綿施工状況の把握（建材の種類、施工場所、施工面積）
除去工事費等を含んだ解体⾒積算出可能の根拠
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解体・改修工事開始前の届出
関係法令 何を 誰が いつまでに 誰に 対象建材

安衛法第88条 工事計画届 事業者
（施⾏者） 作業の14日前までに 労働基準監督署⻑に

レベル１
レベル２
※１

大気汚染防⽌第18条 特定粉じん排出等作業実施届出書 発注者 作業の14日前までに 都道府県知事等に レベル１
レベル２

石綿障害予防規則第5条 建築物解体等作業届 事業者
（施⾏者） 作業前までに 労働基準監督署⻑に レベル１

レベル２

建設リサイクル法第10条 分別解体等に関する届出※２ 発注者 工事着手の7日前までに 都道府県知事等に
レベル1

レベル２
レベル３

※２分別解体等に関する届出は規模要件等あり作業開始日とは

作業区画の隔離、集じん・排気装置の設置、⾜場の設
置などの石綿の⾶散防⽌のための作業を含む、一連の
作業の開始の日
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※１ 令和3年4月より
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